
第４次総合計画後期基本計画及び
次期総合戦略の策定方針について

資料２
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＜総合計画・総合戦略の全体像＞

２

基本計画

実施計画

基本構想

将来ビジョン
「はじまりから未来へ つながりきらめくまち かしはら」

4政策と
政策の土台

27施策分野

183事務事業

▶橿原市第４次総合計画

▶第２期橿原市まち・ひと・しごと
創生総合戦略

▶橿原市人口ビジョン

基本目標

基本的方向
（重点施策）

４目標

７重点施策

整合

事務事業評価

施策評価

効果検証



＜総合計画・総合戦略の計画期間＞

３

●橿原市第４次総合計画（令和3年度施行）

〇基本構想（１０年間）⇒令和３年度～令和１２年度

〇前期基本計画（５年間）⇒令和３年度～令和７年度

●第２期橿原市まち・ひと・しごと創生総合

戦略（令和3年度施行）

⇒令和３年度～令和７年度（５年間）

令和７年度に第４次総合計画前期基本計画及び第２
期総合戦略の計画期間が終了するため、令和６年度
から２ヵ年かけて後期基本計画及び次期総合戦略を
策定します。



＜後期基本計画・次期総合戦略の計画期間＞
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●橿原市第４次総合計画（令和3年度施行）

〇基本構想（１２年間）⇒令和３年度～令和１４年度

〇後期基本計画（７年間）⇒令和８年度～令和１４年度

●次期橿原市総合戦略（令和８年度施行）

⇒令和８年度～令和１４年度（７年間）

令和５年９月議会での議会からのご指摘があったこ
ともあり、市長公約や施政方針との整合性を図るた
め、総合計画の基本構想を２年間延長し、後期基本
計画及び総合戦略の計画期間を７年間とします。
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＜第4次総合計画後期基本計画及び
次期総合戦略の策定体制＞

議会 市長 総合政策審議会
※総合計画等庁内案の審議・答申

後期計画策定ワーキング
※基本計画の更新、指標の設定、個別計画の整理等

市民

・市民アンケート ・パブリックコメント

意
見

議決

提案

諮問

答申 意
見

提
案

総合計画等庁内策定委員会
※総合計画等庁内案の策定

次期総合戦略策定ワーク
※主要プロジェクトの設定等

総合計画等庁内案
作成

指
示

報
告
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＜第4次総合計画後期基本計画及び
次期総合戦略の策定スケジュール＞



＜総合計画・総合戦略の策定対象＞
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基本計画

実施計画

基本構想

将来ビジョン
「はじまりから未来へ つながりきらめくまち かしはら」

4政策と
政策の土台

27施策分野

18４事務事業

▶橿原市第４次総合計画
▶第２期橿原市まち・ひと・しごと
創生総合戦略

▶橿原市人口ビジョン

基本目標

基本的方向
（重点施策）

４目標

７重点施策

取組み 取組み 取組み

今回の策定
対象箇所



＜総合政策審議会にお願いすること＞
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●総合計画等庁内策定委員会で取りまとめた

第４次総合計画後期基本計画の庁内案の審議

●総合計画等庁内策定委員会で取りまとめた

次期総合戦略の庁内案の審議



＜庁内での作業＞
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●総合計画後期基本計画の庁内案の策定

⇒基本計画における各施策分野の「目指す

姿」及び「指標」の設定、「現状・課題」及

び「取組み例」の更新、各個別計画の整理等

●次期総合戦略の庁内案の策定

⇒総合戦略に関連付ける事業・取組みの設定、

重要業績評価指標（KPI）の設定等



＜冊子上のイメージ（総合計画①）＞
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冊子P.18～21

策定の対象では
ありません。



＜冊子上のイメージ（総合計画②）＞
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目指す姿をより評価し
やすいものへの変更を
検討します。

定量的なサブ指標の設定も含め、
より評価しやすい指標の設定を

検討します。

５年前の内容なので、
「現状・課題」及び「取
組み例」を更新します。

各分野の個別計画の総合計画への
関連付け再度整理します。



＜冊子上のイメージ（総合戦略①）＞
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基本目標：これまでの取組みの
つながりがあるため、大きく変
更はしない。
数値目標：評価しやすい新しい
指標の設定を検討します。

第2期総合戦略で見えて
きた課題への対応策を
踏まえて、重点施策を
整理する。



＜冊子上のイメージ（総合戦略②）＞
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新しく見直しを行った重点施策の達成度
がはかれるＫＰＩの指標を設定する。



＜総合計画・総合戦略の策定フロー＞
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総合計画後期基本計画

総合計画等策定委託事業者の選定

第１回総合計画等庁内策定委員会（策定の方針）

第１６回橿原市総合政策審議会（庁内案の審議）

次期総合戦略

企画政策課

庁内策定委員会

各課・ワーク

総合計画等庁内策定委員会（庁内案の検討）

担

当

主

体

策定フロー

9月
下旬

R7年
2月～

R7年
1月～

企画政策課 総合計画等庁内策定委員会の設置7/1

総合政策審議会 第１５回橿原市総合政策審議会（策定の諮問）8/5

庁内ワーキング 庁内策定ワーク１０
月～

総合政策審議会

庁内策定委員会

7/24
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①後期基本計画・次期総合戦略の計画期間

・第４次総合計画・基本構想の計画期間を２年間延長します。

・後期基本計画・次期総合戦略の計画期間は７年間とします。

②総合政策審議会の役割

・後期基本計画・次期総合戦略の庁内案を審議します。

・次回の総合政策審議会は、令和７年２月頃の予定です。

③庁内での策定作業

・評価しやすい目指す姿・指標の設定、現状・課題等の更新等。

・総合戦略策定ワークによる次期総合戦略の策定。

＜今回ご確認いただきたいこと＞
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＜次期総合戦略の策定について＞



全国どこでも誰もが便利で快適に暮らせる社会

〇デジタルの技術の活用によって地域の個性を生かしながら、
地方の課題解決や魅力向上の取組みを加速化・深化する

〇これまでの地方創生の取組みについても、
改善を加えながら推進する

デジタル田園都市国家構想とは
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デジタルの力を活用した地方の社会課題解決

●地方に仕事をつくる

●人の流れをつくる

●結婚・出産子育ての希望をかなえる

●魅力的な地域をつくる

●地域の特色を活かした分野横断的な支援

誰一人取り残されないための取組み

●デジタル推進委員の展開

●デジタル共生社会の実現

●経済的事情等に基づくデジタルデバイドの是正

●利用者視点でのサービスデザイン体制の確立

●誰一人取り残されない社会の実現に資する

活動の周知・横展開

デジタル人材の育成・確保

●デジタル人材育成プラットフォームの構築

●職業訓練のデジタル分野の重点化

●高等教育機関等におけるデジタル人材の育成

●デジタル人材の地域への漂流促進

構想を支えるハード・ソフトのデジタル基盤整備

●デジタルインフラの整備

●マイナンバーカードの普及促進・利活用拡大

●データ連携基盤の構築

●ＩＣＴの活用による持続可能性と利便性の高い

公共交通ネットワークの整備

●エネルギーインフラのデジタル化
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＜構想実現に向けた取組方針＞



＜施策の方向＞

（１）デジタルの力を活用した地方の社会課題解決

①地方に仕事をつくる

②人の流れをつくる

③結婚・出産・子育ての希望をかなえる

④魅力的な地域をつくる

2020年改訂版
国のまち・ひと・しごと創生総合戦略

＜基本目標＞
①稼ぐ地域をつくるとともに、

安心して働けるようにする

②地方とのつながりを築き、
地方への新しいひとの流れをつくる

③結婚・出産・子育ての希望をかなえる

④ひとが集う、安心して暮らすことができる
魅力的な地域をつくる

2023年改訂版
国のデジタル田園都市国家構想総合戦略

（２）デジタル実装の基礎条件整備

①デジタル基盤の整備
②デジタル人材の育成・確保
③誰一人取り残されないための取組

大
き
な
変
化
は
な
し

デジタルの要素が追加
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＜国の総合戦略の変化＞



・ＩＣＴを活用した医療・教育体制の整備

・デジタル技術を活用した防災、減災対策

・行政手続きのオンライン化、窓口手続きのデジタル化

・地域活動や産業活動におけるＤＸの促進

・ゼロカーボンの推進

・サテライトオフィスの誘致、新しい働き方環境の整備

・ワーケーション環境の充実

・商工業振興に向けたデジタル化の推進

・デジタル技術を活用した重症化予防対策の強化

・ＶＲ、ＡＲ、ＡＩを活用した滞在型観光の推進

・５Ｇ環境の整備推進
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＜国が示すデジタル要素の例＞



第1期橿原市まち・ひと・しごと
創生総合戦略

(平成27年度～令和元年度)

第2期橿原市まち・ひと・しごと
創生総合戦略

(令和3年度～令和7年度）

・重点施策（基本的方向）を絞り、主要事務事業とＫＰＩの設定を行った
・地方創生について重点的かつ横断的に推し進めていく方向性を

「基本目標－重点施策―主な取組み」という体系で示している
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＜橿原市 第1期総合戦略から第2期総合戦略へ＞



・将来ビジョン

「はじまりから未来へ、つながりきらめくまち かしはら」

→総合計画が後期計画であり、将来ビジョンや政策体系に変更はないため、

戦略もビジョンは引き継ぎ継続する

・基本目標

①地の利を活かしたしごとの場づくり

②新たな人の流れや交流を盛んにする魅力づくり

③安心して子どもを産み育てられる環境づくり

④安心して健康に暮らせるまちづくり

→これまでの取組みのつながりもあるため、大きくは変更しない

ただ、デジタル要素や、これまでで見えてきた課題を解決するために

目標設定すべきものの要素を加味する
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＜第2期まち・ひと・しごと創生総合戦略から継続する点＞


